
国家公務員共済組合連合会　医療経理
民間企業仮定貸借対照表

平成26年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金・預金 46,306,275,408
売掛金 26,357,784,372

貸倒引当金 △ 131,351,097 26,226,433,275
貯蔵品 2,066,424,367
前払費用 188,473,722
未収収益 2,171,626
未収金 2,061,460,247
その他流動資産 239,866,022

　流動資産合計 77,091,104,667

Ⅱ　固定資産
　1　有形固定資産

建物 182,839,849,323
減価償却累計額 △ 108,390,589,819 74,449,259,504

構築物 3,967,366,982
減価償却累計額 △ 2,776,273,826 1,191,093,156

機械装置 46,725,039,990
減価償却累計額 △ 37,801,395,416 8,923,644,574

車両運搬具 240,948,221
減価償却累計額 △ 188,465,591 52,482,630

器具備品 8,692,951,110
減価償却累計額 △ 6,262,728,718 2,430,222,392

土地 22,819,493,622
建設仮勘定 3,231,091,023
有形固定資産合計 113,097,286,901

　２　無形固定資産
ソフトウェア 948,802,842
電話加入権 438,250
施設利用権 8,685,037
無形固定資産合計 957,926,129
　固定資産合計 114,055,213,030

Ⅲ　投資その他の資産
長期未収金 815,941,977

貸倒引当金 △ 815,941,977 0
敷金保証金 242,138,430
加入金 176,000

　投資その他の資産合計 242,314,430
　　　　　　資産合計 191,388,632,127
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

買掛金 12,366,883,210
一年内返済予定長期借入金 5,110,406,000
未払金 8,868,019,813
未払費用 2,007,956,419
未払消費税等 63,239,021
預り金 755,986,472
引当金

賞与引当金 3,517,580,380 3,517,580,380
　流動負債合計 32,690,071,315

Ⅱ　固定負債
長期借入金 30,866,780,726
引当金

退職給付引当金 41,987,481,063 41,987,481,063
資産見返補助金 2,034,841,329
資産除去債務 26,464,163

　固定負債合計 74,915,567,281
　　　　　　負債合計 107,605,638,596
（純資産の部）
Ⅰ　基本金

基本金 625,260
　基本金合計 625,260

Ⅱ　剰余金
利益剰余金

欠損金補てん積立金 7,099,312,552
別途積立金 11,468,579,653
積立金 68,404,050,733
当期利益金 △ 3,189,574,667 83,782,368,271
　剰余金合計 83,782,368,271

　　　　　　純資産合計 83,782,993,531
　　　　　　負債純資産合計 191,388,632,127

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　医療経理

民間企業仮定損益計算書

自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日 （単位：円）

経常収益

保険患者収入 153,920,275,392

内部患者収入 7,179,714,363

一般患者収入 4,097,496,173

国庫補助金収入 848,679,505

資産見返補助金戻入 428,946,137

保健経理より受入 1,591,155,797

施設収入 1,005,057,715

雑収入 1,882,807,958

貸倒引当金戻入益 40,201,246

事業外収益

受取利息 27,924,851

事業外収益合計 27,924,851

　経常収益合計 171,022,259,137

経常費用

薬品費 31,754,711,229

医療材料費 15,170,224,179

飲食材料費 849,035,238

雑損 99,278,091

一般管理費

一般管理費 103,870,959,780

賞与引当金繰入 3,517,580,380

退職給付費用 4,151,446,225

減価償却費 9,060,373,876

一般管理費合計 120,600,360,261

事業外費用

支払利息 449,761,438

その他の事業外費用 67,714,149

事業外費用合計 517,475,587

　経常費用合計 168,991,084,585

経常利益 2,031,174,552

特別利益

保健経理より特別受入 4,097,089,000

固定資産売却益 76,133

その他の特別利益 230,468,600

　特別利益合計 4,327,633,733

特別損失

保健経理へ特別繰入 9,314,610,788

固定資産除却損 233,772,164

　特別損失合計 9,548,382,952

当期利益金 △ 3,189,574,667

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　医療経理

キャッシュ・フロー計算書

自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期利益金 △ 3,189,574,667

減価償却費 9,060,373,876

貸倒引当金の増減額 △ 133,584,697

賞与引当金の増減額 1,137,330,066

退職給付引当金の増減額 677,276,025

資産見返補助金の増減額 206,119,785

受取利息及び受取配当金 △ 27,924,851

支払利息 449,761,438

固定資産売却益 △ 76,133

固定資産除却損 233,772,164

売上債権の増減額 △ 638,186,033

たな卸資産の増減額 △ 168,766,871

前払費用の増減額 △ 3,735,489

未収金の増減額 505,204,409

未収収益の増減額 8,565,056

仕入債務の増減額 475,441,741

未払金の増減額 138,126,061

未払費用の増減額 319,842,552

未払消費税等の増減額 △ 38,152,997

その他 1,540,153,687

小計 10,551,965,122

利息及び配当の受取額 27,893,166

利息の支払額 △ 452,505,026

　業務活動によるキャッシュ・フロー 10,127,353,262

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 10,000,000

定期預金の払戻による収入 10,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 15,865,412,856

有形固定資産の売却による収入 97,160

無形固定資産の取得による支出 △ 215,504,212

その他の投資による支出 △ 6,944,530

その他の投資による収入 10,817,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 16,076,947,438

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 3,920,091,000

長期借入金の返済による支出 △ 4,979,772,714

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,059,681,714

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △ 7,009,275,890

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 53,305,551,298

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 46,296,275,408

科目



重要な会計方針等 医療経理

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 … 先入先出法による原価法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

の規定する方法と同一の基準によっております。 

（２）無形固定資産 

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法の規定する方

法と同一の基準によっております。ただし、ソフトウエア（連合会利用分）に

ついては、連合会内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっており

ます。 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による 

見積額を、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を検討し、 

回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

役員及び職員に対して支給する賞与（期末手当及び勤勉手当）の支出に充てる 

ため、支給見込額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる金額を計上してお

ります。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異及び過去勤務債務については、各事業年度の発生時の職員の

平均残存勤務期間内の一定の年数（9年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生した事業年度より費用処理しております。 

退職給付引当金に関する事項は以下の通りであります。 



a） 採用している退職給付制度の概要 

当連合会は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

 

b） 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 退職給付債務の期首残高 43,051,259,337 円 

 勤務費用 3,169,870,513円 

  利息費用                  644,392,664円 

    数理計算上の差異の発生額        △325,789,555円 

  退職給付の支払額           △3,473,763,900円 

    過去勤務費用の発生額           △75,242,117円 

 退職給付債務の期末残高 42,990,726,942 円 

 

c） 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整額 

 非積立型制度の退職給付債務 42,990,726,942 円 

  未積立退職給付債務 42,990,726,942 円  

  未認識数理計算上の差異 △918,077,714円 

 未認識過去勤務費用 △85,168,165円 

 貸借対照表に計上された負債 41,987,481,063 円  

 

  退職給付引当金             41,987,481,063円 

    貸借対照表に計上された負債       41,987,481,063円 

 

d） 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 勤務費用 3,169,870,153円 

 利息費用 644,392,664円 

 数理計算上の差異の費用処理額    314,802,672円 

  過去勤務費用の費用処理額          22,380,736円 

  確定給付制度に係る退職給付費用     4,151,446,225円 

 

e） 数理計算上の計算基礎に関する事項 

   当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

       割引率 1.5％ 

 

４．その他の重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。 

 



５．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

資金運用については短期的な預金等に限定しております。また資金調達につい

ては長期経理からの借入によっております。 

債権未回収のリスクに対しては、定期的に管理状況を取りまとめ未収債権を明

確化し、適切な対応が図れるように努めております。 

借入金の使途は、設備投資であります。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成 26 年 3 月 31 日における民間企業仮定貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次の通りであります。 

（単位：円） 

 民間企業仮定 

貸借対照表計上額 
時価 差額 

現金・預金 

売掛金  

買掛金 

未払金 

長期借入金 

46,306,275,408 

25,357,784,372 

(12,366,883,210) 

(8,868,019,813) 

(35,977,186,726) 

46,306,275,408 

25,357,784,372 

 (12,366,883,210) 

(8,868,019,813) 

(36,864,349,660) 

－ 

－ 

－ 

－ 

887,162,934 

（＊）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

現金・預金、売掛金、買掛金、及び未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

長期借入金（一年以内返済予定の長期借入金を含む） 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 



６．資産除去債務関係 

（１）資産除去債務のうち民間企業仮定貸借対照表に計上しているもの 
①当該資産除去債務の概要 
石綿障害予防規則に基づく当連合会所有建物の解体時におけるアスベスト除去

費用につき資産除去債務を計上しております。 
 

②当該除去債務の金額の算定方法 
使用見込期間を法令公布時点での残存耐用年数（1 年から 27 年）と見積り、割

引率は 0.55％から 2.17％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 
 

③当事業年度末における当該資産除去債務の総額の増減 
（単位：円） 

期首残高 26,273,224 

時の経過による調整額 190,939 

その他増減額（△は減少） 0 

期末残高 26,464,163 

 
（２）民間企業仮定貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務 

当連合会は、国有財産等につき、退去時における原状回復義務を有しているが、

当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、退去・移転等の予定も

されていないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そ

のため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

７．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

（１）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日まで期間が３ヶ月以内

の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 現 金 預 金 ････････････････････････････ 46,306,275,408 円 

  定 期 預 金 ････････････････････････････      △10,000,000円 

      現金及び現金同等物 46,296,275,408円 

 

８．機会費用の計上基準 

（１）国有財産等の無償使用に係る機会費用の算出方法 

国有財産の貸付料算定基準に基づき算定しております。 



（２）公務員からの出向職員に係る機会費用の対象者数 

4名 

（３）その他 

該当事項はありません。 

９．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象 

該当事項はありません。 

１０． 重要な会計方針の変更 

該当事項はありません。 


	＃4医療　①貸借対照表
	＃4医療　②損益計算書
	＃4医療　③CF

